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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
４～６月期の実質GDP成長率速報値、2.6%に一喜一憂
　先週の１２日、注目されていた4~6月期のGDP速報値が公表された。年率換算実質2.6%の伸びというもので、民間エコノミストの当初予想3％台半ばからすると少し成長率が低いように思われるが、日本経済の潜在成長率(1%を切っていると予想されている)からすれば、2%台半ばはでき過ぎと言えなくもない。小生などは、明らかに公共事業拡大による需要の先食いもあると思う。この経済状況であれば、来年4月からの消費税率の引き上げの前提となる経済条件を、軽くクリアーしているとみていい。もっとも、GDPの四半期別成長率の速報値はあまり正確ではなく、最終確定値ではプラス・マイナスが逆転することも過去にはあり、その不安定な数値を前提に議論することの危うさがある。少なくとも、9月9日に第一次修正値が公表されるわけで、その数値を見ても遅くはない。
消費者物価の悪い上昇、それでもデフレからの脱却とは
政府が15日に公表した8月の月例経済報告で、「デフレ状況ではなくなりつつある」と盛り込んだのは、6月の消費者物価指数が1年2カ月ぶりにプラスになったことが背景にあるようだ。これは、日銀の金融緩和によって為替相場が円安となり、それに伴うコストの上昇が上乗せされただけで、悪い物価上昇の典型である。本当にデフレからの脱却のために必要なのは、「企業が投資や賃上げにお金をまわすことで、消費が増え、物価が上がっていく」と言う好循環を実現していくことだ。どうも今回の政府の報告は、消費税率の引き上げにはデフレからの脱却が必要、と言う総理以下の思いを意識しているのかもしれない。
個人消費増は、株高による資産効果と駆け込み需要
そういう前提で今回の数値を見たとき、一番注目すべきは個人消費が伸びていることと、企業の設備投資が相変わらずマイナスの伸びを示していることだ。個人消費が伸びている背景には、株価の上昇に伴い高級品がよく売れていることが挙げられている。株式を直接保有している個人は全人口の15%程度であり、高額所得層に多く、株価の上昇(最近では、株価は停滞ないし若干低下気味ではある)による資産効果が、高額商品の売れ行き増となって跳ね返っているのだろう。それは、長続きはしないし国民全体の消費増加を牽引していくものでもない。今、一番売れているのが住宅をはじめとする耐久消費財であり、来年4月から消費税率が引き上げの影響を避け、契約を今年の9月末までに終えれば5%のままでよいわけで、駆け込み需要が増えているのだ。
企業の設備投資に火がつかない事こそが問題なのだ
　そのことと裏腹なのだが、企業の設備投資に火がついていない。依然として伸び率はマイナスであり、設備投資をしたとしてもかなりの割合で海外での投資が増加しており、雇用の増加となって失業率を改善させ、賃金水準の増加となるような勢いは到底実現できていないのだ。いまは、東北の復旧・復興と昨年度の10兆円を超す大規模な公共事業によって、一時的に土木・建設労働者不足が深刻化しているものの、今後のサービス化社会や少子・高齢社会に必要な分野の労働力は、製造業の減少を量的に補填するのがせいぜいで、特に男性の雇用を大きく拡大する力に乏しい。特に、介護労働などの賃金水準は劣悪で、とうてい長期安定雇用が可能なレベルにはほど遠い。
全銀協が調査している銀行の預貸率をみると、今年6月の数値は過去最低であり、日銀の金融緩和によって預金は増えてもそれが貸し出しにまわっていないことが明確になっている。単純な貨幣数量説がいかに当てはまらなくなっているのか、そのことを改めて知ることができるのだ。
問題は需要サイドにあり、本当にほしいものがあるのだろうか
　なぜなのだろうか。われわれは経済に対する見方を逆転させる必要があるのだ。つまり、今までは設備投資が増えないから経済は停滞し、雇用も伸びず賃金水準も停滞しているという見方が一般的であった。その背景には、「供給はそれ自らの需要を生み出す」と言う「セイの法則」があり、現代の新古典派経済学の主流は、供給サイドからしか成長を見ていなかった。これに対して、マルクスやケインズは、需要サイドから経済を見てきたのであり、需要が不足すれば経済は停滞し失業者も増え、経済成長率も低下することは間違いないのだ。問題は、国民が本当に欲しがるような需要が存在しているのかどうか、と言うことにある。もっと言えば、そのような新しいものを生み出せるイノベーションが起きているのだろうか、と言うことにかかってくる。
高度成長時代の「三種の神器」の再来は可能か
　イノベーションは、経済の現場で起きてきているに違いない。ちょうど3カ月前のGDP速報値について触れた「チャランケ通信13号」で述べたように、イノベーションを5項目に分けて最初に明確化したのはシュンペーターであるが、今ではさらに整理されてプロダクツイノベーションとプロセスイノベーションに分類されている。そのうちプロダクツイノベーションと言う新しい商品の開発が進んでいないのだ。かつての高度成長時代、「三種の神器」と言われた電化製品や自動車などの耐久消費財に匹敵するような新商品が出なくなっており、今後も努力は進められるであろうが、われわれの生活を一変させるだけの力を持った新商品の開発は、今のところ望み薄である。
今、確実に国民が求める需要は医療・介護・保育・教育など
　所得再分配政策の重要性、消費税の引き上げは当然だ
今確実にある需要としては医療・介護・保育・教育・環境・新エネルギーなどの分野であり、その多くは市場原理に任せると国民生活にとって所得格差に応じて供給されてしまうことが確実視される分野なのだ。それでは、かえって国民生活を破壊してしまいかねないわけで、政府部門がそれらの分野に対して国民生活に必要な再分配政策をとる以外にない。もちろん、財源が最大の問題なのであり、国民の税・社会保険料負担を求め、再分配政策を強化していく以外にない。昨年の消費税率の引き上げを含む三党合意の意義は、その点にあったことを忘れてはならない。もちろん、それだけでなく、財政赤字の拡大を阻止し、さらに削減していくことの重要性にも触れなければなるまい。
いま、消費税率の引き上げがようやく実現の手前まで来ていることは、その第一歩として評価し、実現にむけて努力していく以外にない。それらの分野に財源を投入していければ、日本経済発展の基盤となる土壌に広がる灌漑用水に水を補給していくわけで、その基盤の上にイノベーションを通じた成長が花開くことが期待されるのだ。イノベーションなるものは、政府が実現できる分野や道筋を指し示すことはできないのであり、民間のアントレプレナーシップ豊かな企業家の、血の出るような努力の中でしか生まれてこないものなのだ。ぜひとも、そのようなリスクを恐れない投資家が、多数誕生することを期待したいものだ。
今井賢一氏「技術革新軸に『再調整』を」(日経新聞「経済教室」)注目
　その点について、日本経済新聞8月13日の経済教室欄で、今井賢一スタンフォード大学名誉シニアフェローが寄稿されている「技術革新軸に『再調整』を」と言う論文に注目した。そこで今井シニアフェローは、かつてケインズが書いたという「我々を苦しめているのは老人性リューマチではなく、速すぎた変化による成長神経痛、一つの経済時代ともう一つの経済時代との間の再調整に伴う痛みなのだ」を引用され、日本経済が苦戦を強いられている背景には、「企業の高齢化に伴う老人性リューマチ的な『組織の硬直化』もあろうが、直接の原因は、経済のグローバル化が複雑に生み出す金融と為替の早すぎた変化による痛みなのである」と喝破されている。
そして、今井シニアフェローは次のように問題設定される。
「ここで問うべきは、現在の日本にとって『もう一つの経済への再調整』とは何かと言う本質的な問題である。ケインズの意を組んでわたくし流に述べれば、それは実体経済から遊離して金融が経済を動かす金融資本主義から、世界の人々のニーズに真に応えるイノベーション(技術革新)を軸とする資本主義への再調整である。その過程で日本流の長所を維持しグローバルな骨組みとの調整を図っていくことが、日本がめざすべき針路にほかならない。」
シェールガス革命は石油の時代とは異なる展開へ
かくして、今の資本主義が取り組まなければならない課題は、70億人が必要とするエネルギー、水、食料をどのように生産・調達し配分するかという問題であり、その解決のしかたに今後の資本主義のあり方がかかっている。19世紀から20世紀にかけ、世界大戦の悲劇を経ても平和な経済を作りえなかったのは、結局石油資源の争奪戦とそれに起因する領土主権の争いが原因だった。幸いなことに、新しいシェールガスの時代はどうやら本物のようであり、ギャンブル的で金融投機の対象となった石油産業とは別の姿になりつつある。特に、この技術などを開発したベンチャー企業家のジョージ・ミッチェル氏が、その特許を取らずに一般公開したことである。さらに、それを支える技術は個別のデータ(ミクロ)と環境全体(マクロ)の有機的な関係を捉え得る画期的な方法であることを重視される。
その際、水処理技術で貢献できるのは世界一と言われる日本であり、さらにミクロとマクロをつなげるコンピューター、ロボット、センサーといった技術も不可欠であり、シェール革命は石油と異なってシュンペーターが望んだ方向に実体経済をつくり直そうとする点で注目しているのだ。
パイプラインの持つ役割の重要性、国家主権のシェアの枠組みへ
もう一つこの問題で重要な着眼点として指摘されているのが、エネルギーや水の輸送のパイプライン網の建設に伴う「国家主権のシェア」と言う枠組みである。そこでは単なる輸送手段から、国家間の利害・協力関係を調整する手段にパイプラインの重要性が認識されはじめており、「エネルギー供給と言う国家の生存にかかわる利害関係の調整を軸に、互いが自らの主権を制限しあい、新しい関係を築こうとしている」ことに未来を展望しておられるのだ。
今井シニアフェローは、ミッチェル氏が特許権を放棄されたことに注目されると同時に、お隣の中国のシェールガス開発に強い関心を持っていたことに触れ、日本こそが中国のシェールガス開発に協力することは「絶好のチャンスであり、同じ志を持つ者の責任でもあろう」と結んでおられる。ちなみに、ミッチェル氏は、今年7月26日に逝去されている。
尖閣問題などで中国との関係がおかしくなっている今日、偏狭なナショナリズムを乗り越えて中国との連携を強めていく壮大な歴史展望を切り開いていくべき時ではないだろうか。日本政府の勇気と決断を求めたいものだ。
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